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本日の発表は、2014年度特許第1委員会第1小委員会の活動成果
の一部を抜粋して発表するものである。
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１．情報提供制度の概要

情報提供制度とは、特許庁に係属している特許出願等に対し、
当該特許出願に係る発明が新規性・進歩性などの特許性を有し
ていないことについての情報を証拠資料と共に提供するもので、
審査の的確性、迅速性を向上させるための制度である。

なお、日本では、法改正にともない付与後異議の申立てが可能
となるが（2015年4月1日施行）、公知文献が十分に考慮されず
に特許査定が下される可能性を抑制できる情報提供制度の存
在価値は、その後も大きいものと考える。

情報提供制度は、公衆審査機能としての役割を有し、
審査の質向上に貢献
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２．情報提供制度のグローバル利用

競合他社から気になる出願が日本でされたことを発見した場合、第三者
は情報提供制度を利用することにより、重要な公知文献が考慮されずに
特許が成立してしまうリスクを低減させることができる。

しかし、昨今の企業のグローバル化に伴い、競合他社は日本だけでなく
外国にも出願していることが多く、かかる場合に、権利化を抑制したい国
は外国を含めた複数国に亘ることとなり、情報提供についても複数国で
行う必要がある。

ところが、情報提供制度は各国それぞれに制度設計されており、 複数
国で情報提供を行うユーザにとって必ずしも利用しやすい制度とはなっ
ていない。

そこで当委員会では、複数国で情報提供を行うユーザの視点を中心とし
て、出願人視点も加味しつつ情報提供制度の検討を行うこととした。

情報提供制度もグローバル活⽤する場⾯が増加している
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３．情報提供制度の各国比較

出願国としてよく選択される主要５か国（日、米、欧、中、韓）について
情報提供制度の調査を行ったので、以下にその結果を示す。

■ 情報提供制度の手続面に関する項目

① 費用

JP US EP CN KR

庁への手続費用 無料 有料＊ 無料 無料 無料

② 手続方法

JP US EP CN KR

郵送 ○ ○ ○ ○ ○

オンライン ○ ○ ○ × ○

＊１～３文献は無料、４～１０文献＄１８０、以降＄１８０／１０文献

相違

相違
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③ 提出フォーマット

JP US EP CN KR

フォーマットの有無 有 有 有 無 無

④ 提出する刊行物の翻訳要否

JP US EP CN KR

刊行物が英語 不要△１ 不要 不要 不要 要

刊行物が母国語以外

（英語除く）
不要△１ 要 不要△２ 不要△１ 要

「不要△１ 」： 翻訳不要であるが、母国語への翻訳を推奨

「不要△２ 」： 翻訳文の提出を求められる場合がある

３．情報提供制度の各国比較

相違相違
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相違

■ 情報提供制度の手続面に関する項目



■ 情報提供制度の開示等に関する項目

① 出願人への通知

JP US EP CN KR

提供事実の通知 ○ ○ ○ × ×

提供事実の通知の際の
提供文献情報の有無

× ○ ○ × ×

②情報提供に関する閲覧可否

JP US EP CN KR

提供事実の閲覧 ○ ○ ○ ○ ○

提供文献の閲覧 ○ ○ ○ × ×*

*…閲覧可能であるが、閲覧請求は有料

３．情報提供制度の各国比較

相違

相違相違 相違
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相違

**

** …権利付与後は閲覧可能



③情報提供者の匿名性とフィードバックに関する項目

JP US EP CN KR

匿名での提供 ○ △ ○ ○ △

審査への採用有無の
事実の通知

○ × × × ○

*…匿名でない場合に希望者に通知
△：匿名ではできないが、実在する個人名による代理

手続可能

３．情報提供制度の各国比較

相違相違
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■ 情報提供制度の開示等に関する項目

*



４．制度の不一致による問題の検討

手続面

提出フォーマット、提出文献の言語が各国で異なっ
ているため、同一文献・同一内容で複数国に情報
提供する場合に負担が大きい。

出願人・第三者
の対応

情報提供に関する通知や通知内容が統一されてい
ないため、同一ファミリ案件に同一内容の情報提供
があった場合でも、国によって異なる対応が必要と
なり負担が大きい。

情報提供者の
対応

情報提供後の採用状況に関する通知や通知内容
が統一されていないため、同一ファミリ案件への情
報提供後にとり得る対応も国により異なるものとな
り負担が大きい。

現状制度を比較した結果、複数国で情報提供を行う場合に以下の事項
が特に障害となり得る。

以下、各項目について不一致により生ずる問題の検討を行う。
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■ 情報提供制度の手続面に関する項目

① 費用

JP US EP CN KR

庁への手続費用 無料 有料＊ 無料 無料 無料

４．制度の不一致による問題の検討

 米国のみ文献数に応じて課金される点で相違する。
 １～３文献以内であれば無料であるが、文献を組み合わせる場合は
課金され易い。

 制度の不一致により問題が生ずるとまでは言えないものの、無償で
審査に資する情報を提供する者に課金をするのは酷とも考えられる。

相違

＊１～３文献は無料、４～１０文献＄１８０、以降＄１８０／１０文献
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情報提供制度の積極利⽤による審査の質向上のためには、課⾦
を廃止することが望まれる。



② 手続方法

JP US EP CN KR

郵送 ○ ○ ○ ○ ○

オンライン ○ ○ ○ × ○

４．制度の不一致による問題の検討

 中国のみオンライン手続きができない点で相違する。
 特許権付与公告の直前に公知文献を発見した場合に、中国につい
てだけ、郵送手続きが強いられる。

相違
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提出が間に合わないといった事態が発生し得ることを回避するため
にも、オンラインによる提出の受付が望まれる。



４．制度の不一致による問題の検討

③ 提出フォーマット

JP US EP CN KR

フォーマットの有無 有 有 有 無 無

 中国、韓国では、提出フォーマットについて明確な定めがないため、
記載自由度は高いものの、逆に、何をどの程度記載すれば十分に
審査官に考慮されるのか判断が難しい。

相違 相違
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提出すべき定型フォーマットを庁が用意するのが望ましい。
ただし、他国庁との更なるバラツキは回避すべきである。

そこで、既に提出フォーマットが存在する、日、米、欧の分析を行い、
５庁で共通する統一フォーマットの方向性の検討を行った。



４．制度の不一致による問題の検討

③-1 提出フォーマット詳細比較（日、米、欧）
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日本（様式２０） 米国 Rule1.290(PTO/SB/429) 欧州
書類名 書類名 書類名
提出日
あて先（特許庁長官殿）

× ×

× × 提出者 ⇒省略可

事件の表示 出願番号 対象特許

提出者 ⇒省略可 × ×

提出する刊行物等 ●米国特許／公開
●外国特許／公開
●非特許文献

●証拠（特許文献）
●証拠（非特許文献）
●先の使用
●常識

× 提出者の宣言書 ×

提出の理由 関連の簡潔な説明 新規性、進歩性、不許可、開
示十分性、明確性に関する意
見、その他のコメント

記載必須 記載任意

概ね共通

記載必須（特有）



４．制度の不一致による問題の検討

[提出フォーマットの統一案]

必須
項目

・書類名
・情報提供者（匿名選択ボックス）
・対象特許出願の識別情報
・提出文献を特定する情報
・関連個所

任意
項目

・関連性の説明
請求項ごとの記載を許容、拒絶されるべき論理づけの記載
などを許容。

 情報提供の利用の簡便性確保のためにも、情報提供者の記載欄は、
匿名との選択式とすることが望ましい。

 情報提供者、庁、対象特許出願人の全ての利便性に鑑み、必須項目
としては「関連箇所」の指摘を求めるにとどめ、関連性の説明は任意
項目として、その記載には自由度を持たせることが望ましい。
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③-2 提出フォーマットの統一に向けて



４．制度の不一致による問題の検討

④ 提出する刊行物の翻訳要否

・ 英語⽂献については、情報提供者の利便性からも翻訳提出を
不要とする統⼀が望まれる。
・ ⺟国語以外（英語除く）の⽂献については、ガイドライン等に
より翻訳提出の要否を明確化することが望まれる。
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JP US EP CN KR

刊行物が英語 不要△１ 不要 不要 不要 要

刊行物が母国語以外

（英語除く）
不要△１ 要 不要△２ 不要△１ 要

「不要△１ 」： 翻訳不要であるが、母国語への翻訳を推奨

「不要△２ 」： 翻訳文の提出を求められる場合がある

相違



４．制度の不一致による問題の検討

■ 情報提供制度の開示等に関する項目

① 出願人への通知

・ 提供事実の通知は、案件に関心があることが出願人に知られてしまう
ため廃⽌すべきとの意⾒もある。しかし、出願⼈による適正な権利範囲
への早期⾒直しも期待できるため、通知を⾏うメリットはある。

・ なお、提供事実の通知の際には、別途提供文献の取得作業が発生
するため、あわせて提供文献の情報を含めることが望ましい。
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JP US EP CN KR

提供事実の通知 ○ ○ ○ × ×

提供事実の通知の際の
提供文献情報の有無

× ○ ○ × ×

相違相違 相違



４．制度の不一致による問題の検討

②情報提供に関する閲覧可否

・ 提供文献の閲覧は、その文献内容を出願人自身も吟味し、特許
性への影響、また、米国ＩＤＳへの対応要否を判断する必要から
も認められるべきものである。

・ 中国、韓国以外の国では統一して認められていることより、中国、
韓国における文献閲覧は早期に許容されることが望まれる。
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JP US EP CN KR

提供事実の閲覧 ○ ○ ○ ○ ○

提供文献の閲覧 ○ ○ ○ × ×*

相違相違

*…閲覧可能であるが、閲覧請求は有料

**

** …権利付与後は閲覧可能



４．制度の不一致による問題の検討

・ 提供者を匿名とする選択を受け付けることで統⼀することが望ましい。
・ 審査への採⽤有無については、その後の拒絶理由を確認することで
把握可能であるため、通知を必須とする必要はないと考える。
しかし、特に、情報提供直後に特許査定となった場合などに、提供し
た情報が考慮されたのか否かが不明のままになるといった問題がある
ため、特許査定の書面上に考慮した提供文献を示すことが望ましい。
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③情報提供者の匿名性とフィードバックに関する項目

JP US EP CN KR

匿名での提供 ○ △ ○ ○ △

審査への採用有無の
事実の通知

○ × × × ○

*…匿名でない場合に希望者に通知
△：匿名ではできないが、実在する個人名による

代理手続可能

相違相違

*



５．ハーモナイゼーションの方向性

手続面

 情報提供制度への課金は廃止することが望まれる。
 オンラインによる情報提供の受付が望まれる。
 情報提供のフォーマットについては、必須項目と任意
項目を定め、必須項目については各国における調和
が望まれる。また、提供者情報の匿名選択が望まれる。

英語文献は翻訳不要との明確な規定が望まれる。

出願人への
対応

 出願人への通知は、統一して行われることが望まれる。
 提供文献の閲覧は、許容されるべきである。

情報提供者
への対応

匿名の選択は許容されるべきである。
審査への採用有無の通知は不要と考える。
特許査定に考慮された提供文献を記載すべきことが
望まれる。

ここまでに検討した問題点に対するハーモナイゼーションの方向性ついて
整理すると、以下の通りである。
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６．情報提供の新しいアプローチ
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主要項目 情報提供制度（ＷＯ）
ハーモナイゼーションの

方向性との相違

提出費用 無料 ○

提出方法 オンライン提出可能 ○

フォーマット あり △

提出文献の言語 どの言語でも提出可能 ○

出願人への通知 事実・提供文献の通知あり △

提供者へのフィードバック 事実・採用理由共になし △

匿名での情報提供 可能 ○

提出文献数の上限 あり（10文献まで） △

2012年7月にWOの情報提供制度が開始された。この制度は、国際段階にあ
るＰＣＴ出願に対して情報提供を行うと、移行国にも提供情報が共有される点
に特長がある。庁間で提供情報が展開されるため、ユーザの利便性が高い
制度として期待されるが、我々のハーモ方向性に照らすといくつか問題がある。
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６．情報提供の新しいアプローチ
WOの情報提供の利便性に関する問題例

・⽂献毎に関連性の説明を⾏う必要があり、複数⽂献の組み
合わせの説明の記載に適合していない。

・関連性の説明の記載の文字数制限が厳しい。
（500文字）



６．情報提供の新しいアプローチ

５極で検討したハーモナイゼーションの方向性の検討を踏まえて、
ＷＯの情報提供制度の全ての問題点を以下に整理する。

手続き面

 拒絶されるべき理由を請求項毎に記載できる
フォーマット（任意項目の追加）が求められる。

 提供理由の字数制限の撤廃／字数制限の緩和
が求められる。

 提出文献数の上限撤廃／緩和が求められる。

出願人への通知
 特になし

その他
 移行国での利用実績など情報提供の実績の

透明性向上が求められる。
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論説掲載
２０１５年度末頃を予定

７．おわりに
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ご清聴有難うございました

〜世界から期待され、世界をリードするJIPA〜



付録１

提出フォーマット（日本）
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【書類名】 刊行物等提出書
【提出日】 平成 年 月 日
【あて先】 特許庁長官 殿
【事件の表示】
【出願番号】
【提出者】
【識別番号】
【住所又は居所】
【氏名又は名称】
(【代表者】) （押印は不要です。）
【提出する刊行物等】
【提出の理由】

（注１）特許権の設定登録後に情報提供するときは、【出願番号】は【特許番号】とし、特
許番号を記載します。

（注２）提出者の匿名を希望される場合は、【住所又は居所】又は【氏名又は名称】の欄
に「省略」と記載します。

（注３）情報の利用状況についてフィードバックを希望する場合は、【提出の理由】の欄
にその旨を明記してください。（匿名を希望された方にはフィードバックされま
せん。）
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提出フォーマット（米国）

付録２
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提出フォーマット（欧州：Ｗｅｂ）

付録３
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（参考）日本の情報提供件数の推移

近年の情報提供件数は7000件／年前後で推移
2009年よりオンライン受付開始（全件数の約40％）
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（参考）米国の情報提供件数の推移

2012年9月16⽇施⾏以来、
月平均80件程度、情報提供がなされている。
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（参考）WOの情報提供件数の推移

2012年7⽉施⾏以来、情報提供件数は増加傾向
2014年2月段階で
累計346件。約80％は匿名。約92％は英語。


